東日本の復興等に関する公開質問状
平成24年12月8日
平成24年度国政選挙に臨まれる政党（政策担当者）各位
　東日本大震災の復興の行方は、被災者の生活再建および被災地の復興の迅速な実現とともに、今後の日本の国づくりと切迫する巨大地震への備えとしても、極めて重要な政策課題であると考えられます。そのため、今般の国政選挙において、各政党における東日本大震災の復興および今後の国づくりへの取り組みに関して、以下の公開質問をさせていただきます。
この公開質問状は、立候補者を擁立する全政党に送付するとともに、マスコミ各社にも送らせていただいています。
また、いただきましたご回答については、ホームページ等でそのまま一般公表するとともに、マスコミ各社にもそのまま公開することといたします。

（http://www.tokyo-portal.info/questions/agrees.htmlなど）
　なお、この公開質問状は、公職選挙法に抵触しないように、特定の党派への勧誘に当たる選挙運動として行うものではなく、立候補者を擁立する全政党に対して偏らない質問を行い、全政党の回答を公平に公開させていただきます。ご回答いただけなかった場合には、「ご回答がなかった」と、公表させていただきます。
お忙しい折とは存じますが、期日までにご回答いただけますようにお願い申し上げます。なお、下記の回答締め切り後速やかに公開させていただきますが、公開以降に受理したご回答については、公平を期するために公開することはいたしません。
　ご回答期日：12月12日1２時

　メール返信先および問い合わせ先：fukkoopenletter@yahoo.co.jp
　　（ＰＤＦなど、第三者が加筆修正できませんようにしてご返送ください。）
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計140名（2012年12月8日12：００時点）
質問1　
選挙後の4年間において、貴政党の東日本大震災の復興政策への取り組みをはじめ、原発政策、社会保障政策、経済対策、外交政策、防衛政策、防災政策、その他の８つの政策を比較すると、どのような政策を優先して取り組まれますか。なお、その他には、貴党派の特に重視する政策があればご記入ください。
二つの政策の一対比較で、優先する方の政策を、下記の表にお答えください。
(1)東日本大震災からの復興政策


(2)脱原発を含む原発政策


(3)年金改革を含む社会保障政策


(4)TPPや金融対策を含む経済対策


(5)領土問題を含む外交政策


(6)基地問題を含む防衛政策


(7)南海トラフや首都直下地震対策など防災政策


(8)その他（　　　　　　　　　　　）
	一対比較する政策（どちらに優先して取り組まれますか）
	優先する方に ○を

	(1)東日本の復興政策　　ＶＳ　 (2)原発対策
	　　１　　　２

	(1)東日本の復興政策　　ＶＳ　 (3)年金等社会保障政策
	　　１　　　３

	(1)東日本の復興政策　　ＶＳ　 (4)ＴＰＰ等経済政策
	　　１　　　４

	(1)東日本の復興政策　　ＶＳ　 (5)領土・外交政策
	　　１　　　５

	(1)東日本の復興政策　　ＶＳ　 (6)基地・防衛政策　　　　　
	　  １　　　6

	(1)東日本の復興政策　　ＶＳ　 (7)防災減災政策　　　　　
	　　１　　　7

	(1)東日本の復興政策　　ＶＳ　 (8)その他　　　　　
	１　　　8

	(7)防災減災対策　　　　ＶＳ　 (2) 原発対策
	    7       2

	(7)防災減災対策　　　　ＶＳ　 (3) 年金等社会保障政策
	    7       3

	(7)防災減災対策　　　　ＶＳ　 (4) ＴＰＰ等経済政策
	    7       4

	(7)防災減災対策　　　　ＶＳ　 (5) 領土・外交政策
	　  7 　　　５

	(7)防災減災対策　　　　ＶＳ　 (6) 基地・防衛政策
	　  7       6

	(7)防災減災対策　　　　ＶＳ　 (8)その他の政策
	　  7       8


質問2
　東日本大震災の発生から21か月（６３０日）が過ぎます。東日本大震災からの復興を促進するために、貴政党としては、どのような具体的施策に力を入れていくお考えですか。
重要視している施策（取り組み）を三つ以内で、具体的にご記入ください。
重要施策（１）
	施策名
	

	施策概要
	


重要施策（２）
	施策名
	

	施策概要

	


重要施策（３）
	施策名
	

	施策概要

	


質問3
　東日本大震災からの復興政策で目指す目標水準について、どのようなレベルを目標として政策を展開したいとお考えですか。厳しい被害を受けた被災自治体の個々の復興と、東北地方をはじめとした東日本全体の復興について、震災6年目、10年目に想定している目標レベルと、その理由についてご教示ください。
復興政策で目指す目標レベル
	復興エリア
	目標年次
	被災前の「地域力」を100とし、目標年次までに達成する復興目標レベルに　○を

	(1)激甚に被災した個別自治体
	２０１６年度
(震災の６年後、現在から4年後）
	１．４０％ 　 ２．５０％    ３．６０％

４．７０％　  ５．８０％    ６．９０％
７．１００％     ８．他（   　　）％

	
	２０２０年度
(震災の10年後、現在から8年後）
	１．７０％　  ２．８０％    ３．９０％

４．１００％  ５．１１０％  ６．１２０％
７．１３０％     ８．他（     　）％

	(2）被災自治体を含む東日本全域
	２０１６年度
(震災の６年後、現在から4年後）
	１．６０％　 ２．７０％     ３．８０％

４．９０％　 ５．１００0％   ６．１１０％
７．１２０％    ８．他（   　　）％

	
	２０２０年度
(震災の10年後、現在から8年後）
	１．８０％　 ２．９０％   ３．１００％

４．１１０％ 　５．１２０％   ６．１３０％
７．１４０％    ８．他（     　）％


何故、その目標レベルなのか、理由を教えてください。
	(1)個別被災自体の復興目標について
	2016年度の達成目標の理由


	
	2020年度の達成目標の理由


	(2)東日本全域での復興目標について
	2016年度の達成目標の理由


	
	2020年度の達成目標の理由



	(3)上記で100%以上の目標レベルを選ばれた政党はその理由と、復旧復興に留まらない新しい地域づくり施策の重点内容をお聞かせください。
	2016年度に100％以上とする目標の理由と重点施策
＜個別自治体＞

＜東日本全域＞



	
	2020年度に100％以上とする目標の理由と重点施策
＜個別自治体＞

＜東日本全域＞



質問４
日本は人口減少時代を迎え、東日本大震災の被災地域でも震災前に人口減少していた地域が少なくありません。そこでは、災害復興事業の取り組みにも、柔軟な対応が求められていると思います。そのためには、「被災者の仕事や生活の応急復旧を急いで収入や生活の安定を確保するとともに、本格復興については十分に被災地域での話し合いを行いながら進めるべきだ」という考え方があります。貴政党は、人口減少時代の災害復興の進め方について、どのようにお考えですか。ご教示ください。
人口減少時代・地域の災害復興の進め方
	


質問５
東日本大震災からの東北地方等の復興には、首都圏や西日本からの企業移転が必要である、という考え方があります。それは、巨大地震への備えとして地域力を高めておく上でも、「海外ではなく東日本に企業立地を積極的に誘導する」ことによって、復元力のある国づくりを進めていくべきではないか、との考え方でもあります。このような、「東日本への産業立地誘導」:について、具体的方策も含め、貴政党のお考えをご教示ください。
東日本への産業立地誘導
	


質問６

　東日本の災害復興の取り組みとともに、切迫しているのではないかといわれる首都直下地震や南海トラフ巨大地震に対する政策について、貴政党のお考えをご教示ください。
今後の巨大地震災害に対する政策

	


ご回答いただいた政党名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
ご回答いただいたご担当部署名と責任者のお名前
ご担当部署名（　　　　　　　　　　　）責任者のお名前（　　　　　　　　）
ご連絡先　　電話
　　　　　　ＦＡＸ
　　　　　　Ｅｍａｉｌアドレス
ご回答ありがとうございました。
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